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23年度 24年度 25年度 104,549 104,549 3,685 3,685

1 総

選挙管理委員会
会議及び各種団
体との連絡調整
（委員会）

選挙管理委員会定例及び
臨時委員会を開催する。

選挙人

定
例
定
型

会議開催回
数

24回 24回 24回 2,419 ３６回
統一地方選挙に関す
る会議のため目標値
を達成しました。

Ａ 2,465 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1

選挙管理委員会
会議及び各種団
体との連絡調整
（委員会）

選挙管理委員
会定例及び臨
時委員会の開
催

開催回数

年２４回
(定例会12
回)
(臨時会4回)
(その他８回)

３６回
(定例会11
回)
(臨時会10
回)
(その他15
回)

2,220

選挙管理委員
会定例及び臨
時委員会の開
催

開催回数

年２４回
(定例会12
回)
(臨時会4回)
(その他８回)

2,240
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

1

選挙管理委員会
会議及び各種団
体との連絡調整
（委員会）

全国市区選挙管理
委員会の規約に基
づく分担金の支
払・会議等

支払期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

63

全国市区選挙
管理委員会の
規約に基づく
分担金の支
払・会議等

支払期限
平成２４
年４月

64
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1

選挙管理委員会
会議及び各種団
体との連絡調整
（委員会）

全国市区選挙管理
委員会関東支部の
規約に基づく分担
金の支払・会議等

支払期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

60

全国市区選挙管理
委員会関東支部の
規約に基づく分担
金の支払・会議等

支払期限
平成２４
年４月

60
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1

選挙管理委員会
会議及び各種団
体との連絡調整
（委員会）

神奈川県市選挙管
理委員会連合会の
規約に基づく分担
金の支払・会議等

支払期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

76

神奈川県市選挙管
理委員会連合会の
規約に基づく分担
金の支払・会議等

支払期限
平成２４
年４月

101
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2 総
各種団体との連
絡調整（事務
局）

各市選挙管理委員会事務
局相互の強調、選挙の円
滑な管理執行のため。

各団体
職員

定
例
定
型

会議開催回
数

１２回 １２回 １２回 87 ２０回
期限までに支払を行
いました。 Ａ 122 未 中 中 中

現状維
持

なし
維
持

2

各種団体との連
絡調整（事務
局）

湘南都市選挙
事務研究協議
会の規約に基
づく分担金の
支払

支払期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

34

湘南都市選挙
事務研究協議
会の規約に基
づく分担金等
の支払

支払期限
平成２４
年４月

34
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2

各種団体との連
絡調整（事務
局）

各種協議会と
の会議等

開催回数 １２回 ２０回 53
各種協議会と
の会議等

開催回数 １２回 88
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2

各種団体との連
絡調整（事務
局）

選挙事務に係
る視察に伴う
会議の開催

会議開催回数 年３回 ０回
選挙事務に係
る視察に伴う
会議の開催

会議開催回数 年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
常時啓発に関す
る事務

選挙に対する意識高揚を
促進し投票率向上を目指
す。

選挙人
中学生

定
例
定
型

会議開催回
数

３回 ３回 ３回 140 ４回
会議開催目標回数を
達成しました。 Ａ 215

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

3
常時啓発に関す
る事務

茅ヶ崎市明る
い選挙推進事
業交付金の交
付

交付回数 年１回 年１回 56

茅ヶ崎市明る
い選挙推進事
業交付金の交
付

交付回数 年１回 56

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

3
常時啓発に関す
る事務

選挙にふさわ
しい標語の募
集

コンクール開
催回数

年１回 年１回
選挙にふさわ
しい標語の募
集

コンクール開
催回数

年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
常時啓発に関す
る事務

神奈川県三
浦・湘南地区
明るい選挙推
進協議会に係
る事務

協議会への支
援回数

年３回 年３回 5

神奈川県三
浦・湘南地区
明るい選挙推
進協議会に係
る事務

協議会への支
援回数

年３回 8

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

3
常時啓発に関す
る事務

啓発事業の実
施・明るい選
挙推進大会の
開催

開催回数 年４回 年４回 75
明るい選挙推進大
会等の開催 開催回数 年１回 13

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

3
常時啓発に関す
る事務

文教大学学園祭、
サポセンまつりで
の啓発、市と文教
大学共催事業等若
年層への啓発事業
の実施

選挙ごとの若
年層の投票率

前回投票
率を上回
る

114

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

3
常時啓発に関す
る事務

選挙啓発研修
視察の実施

実施回数 年１回 年1回 4
選挙啓発研修
視察の実施

実施回数 年１回 24

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

4 総
県議会議員及び
県知事選挙の管
理執行

県議会議員及び県知事選
挙を適正に執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

投票率 45.5％ ￣ ￣ 28,176 40.62%

震災の影響や若年層の
投票率の改善がみられ
ないことから目標値を
下回ったものの選挙は
適正に執行しました。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

4

県議会議員及び
県知事選挙の管
理執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
予定

選挙予定
日
(H23.4.
10)

選挙期日
（H23.4
.10)

28,176

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H27.4予
定
(H23.4.
10)

更
可

必
要

済 済 無 有り 26

人件費・物品購入の
見直し等による選挙
経費全般を見直しま
す。

減
ら
す

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 住民の意思を行政に反映させる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

選挙管理委員会事務局

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

選挙管理委員会事務局

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 104,549 104,549 3,685 3,685

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 住民の意思を行政に反映させる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

選挙管理委員会事務局

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

選挙管理委員会事務局

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

4

県議会議員及び
県知事選挙の管
理執行

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 45.5% 40.62

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 45.5%
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

5 総
市議会議員及び
市長選挙の管理
執行

市議会議員及び市長選挙
を適正に執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

投票率 50.0% ￣ ￣ 73,482 46.57%

震災の影響や若年層の
投票率の改善がみられ
ないことから目標値を
下回ったものの選挙は
適正に執行しました。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

5

市議会議員及び
市長選挙の管理
執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙予定
日
(H23.4.
24)

選挙期日
（H23.4
.24)

73,482

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H27.4予
定
(H23.4.
24)

更
可

必
要

済 済 無 有り 26

人件費・物品購入の
見直し等による選挙
経費全般を見直しま
す。

減
ら
す

5

市議会議員及び
市長選挙の管理
執行

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 50.0% 46.57%

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
選挙周知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 50.0%
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

5

市議会議員及び
市長選挙の管理
執行

立候補受付事
務に係る従事
者研修の実施

実施回数 年２回 年２回
立候補受付事
務に係る従事
者研修の実施

実施回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
参議院議員通常
選挙の管理執行

参議院議員通常選挙を適
正に執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

投票率 ￣ ￣ 56.0% 選挙実施されず。 Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

6
参議院議員通常
選挙の管理執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H22.7.
11)

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H25.7予
定
(H22.7.
11)

更
可

必
要

済 済 無 有り 25

人件費・物品購入の
見直し等による選挙
経費全般を見直しま
す。

減
ら
す

6
参議院議員通常
選挙の管理執行

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・選挙周
知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 56.0%

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・選挙周
知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 56.0%
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

6
参議院議員通常
選挙の管理執行

先進市の取組
事例の研究

先進市への視
察回数

年２回
年1回
（足立区
選管）

先進市の取組
事例の研究

先進市への視
察回数

年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の管理執行

衆議院議員総選挙・最高
裁判所裁判官国民審査を
適正に執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

投票率 ￣ ￣ 69.7% 選挙実施されず。 Ｚ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

7

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の管理執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H21.8.
30)

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

任期満了
日　
H25.8.2
9
(H21.8.
30)

業
務
計
画

更
可

必
要

済 済 無 有り 25

人件費・物品購入の
見直し等による選挙
経費全般を見直しま
す。

減
ら
す

7

衆議院議員総選
挙・最高裁判所
裁判官国民審査
の管理執行

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・選挙周
知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 69.7%

・投票参加の呼び掛け
店内放送
ＦＭ放送
ボディパネル・選挙周
知
選挙のお知らせ
音声による選挙公報

投票率 69.7%

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

8 総
農業委員会委員
選挙の管理執行

農業委員会委員選挙を適
正に執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

有投票と
なった場合
の投票率

50.0% ￣ ￣ 86 ￣

選挙は適正に管理執
行できました。無投
票のため達成値あり
ません。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

8
農業委員会委員
選挙の管理執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙予定
日
(H23.7.
10)

選挙期日
(H23.7.
10)

86

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H26.7予
定
(H23.7.
10)

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8
農業委員会委員
選挙の管理執行

選挙人名簿の
作成

作成回数 年１回 年1回
選挙人名簿の
作成

作成回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総
神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙の管理執行

神奈川海区漁業調整委員
会委員選挙を適正に執行
する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

有投票と
なった場合
の投票率

￣ 70.0% ￣ 選挙実施されず。 Ｚ 588

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9

神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙の管理執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.7.3
1)
告示日
(H20.7.2
2)

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H24.8.2
予定
(H20.7.
22)

588

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9

神奈川海区漁業
調整委員会委員
選挙の管理執行

選挙人名簿の
作成

作成回数 年１回
選挙人名簿の
作成

作成回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 104,549 104,549 3,685 3,685

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 住民の意思を行政に反映させる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

選挙管理委員会事務局

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

選挙管理委員会事務局

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

10 総

神奈川県相模川
左岸土地改良区
総代選挙の管理
執行

神奈川県相模川左岸土地
改良区総代選挙を適正に
執行する。

立候補
者及び
有権者

定
例
定
型

有投票と
なった場合
の投票率

￣ 70.0% ￣ 選挙実施されず。 Ｚ 134

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10

神奈川県相模川
左岸土地改良区
総代選挙の管理
執行

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行期
日（括弧は前
回執行日）

選挙日
(H20.10.
7)
告示日
(H20.9.3
0)

定められた選
挙日における
適切な選挙の
執行

選挙の執行予
定期日（括弧
は前回執行
日）

H24.10
予定
(H20.10
.7)

134

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

11 総
投票環境の整
備・改善に係る
事務

有権者の利便性向上のた
め期日前投票所の増設・
投票区の再編について調
査等を行う。

有権者

定
例
定
型

投票区及び
期日前投票
所の増設数

１箇所 １箇所 １箇所 各１箇所

期日前増設について
は、南部地区を検討
し、投票区分割・再編
については矢畑地区に
ついて案を作成しまし
た。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

期日前投票所
の増設検討

増設箇所数 １箇所 ０箇所

駅やショッピング
センターなどを含
めた利用しやすい
期日前投票所の増
設検討

増設箇所数 １箇所

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

投票所の分
割・再編成の
調査

分割・再編成
した投票所数

２箇所 ０箇所
投票所の分
割・再編成の
調査

分割・再編成
した投票所数

２箇所

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

各種選挙事務
マニュアルの
見直し

見直し回数 年３回 年3回
各種選挙事務
マニュアルの
見直し

見直し回数 年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

カセットテープ版
選挙公報の配布拡
充のため市選挙で
の実施を検討する

対象者の人数

２５１人
（視覚障
害１級及
び２級の
者）

希望者約
９０人

市選挙での視覚障
害者のうち希望者
へカセットテープ
版選挙公報の配布
を実施

配布数
希望者全
員

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

ショッピング
センター内等
の投票所施設
の調査等

使用可能な投
票所施設の数

１箇所 1箇所

11

投票環境の整
備・改善に係る
事務

開票事務の効
率化（投票の
効力や職員研
修の研究）

研修会への参
加回数

２回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総
直接請求に関す
る事務

条例制定、改廃請求、議
会解散、議員及び市長解
職請求について、要旨の
公表、選挙人名簿登録の
有無の確認、署名数の審
査を行う。

選挙人

定
例
定
型

審査受理件
数（あった
場合）

１件 １件 １件 該当なし Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

12
直接請求に関す
る事務

条例制定、改
廃請求に係る
審査

適正に審査で
きなかった件
数

０件 ０件
条例制定、改
廃請求に係る
審査

適正に審査し
た割合

１００％ 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
請求があった場合、
審査等に臨時職員を
雇用し対応します。

予
算
な
し

12
直接請求に関す
る事務

議会解散、議
員、市長解職
請求に係る審
査

適正に審査で
きなかった件
数

０件 ０件

議会解散、議
員、市長解職
請求に係る審
査

適正に審査し
た割合

１００％ 可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
請求があった場合、
審査等に臨時職員を
雇用し対応します。

予
算
な
し

12
直接請求に関す
る事務

自治基本条例
の住民投票制
度に関する調
査・研究

関係各課かい
との打合せ回
数・研修参加
回数

５回 ５回

自治基本条例
の住民投票制
度に関する調
査・研究

関係各課かい
との打合せ回
数・研修参加
回数

５回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

公職選挙法の規定により
選挙人名簿の調製、政治
活動、裁判員、検察審査
会員の選定などを行う。

選挙人
等

定
例
定
型

規程の制定
改廃件数

１件 １件 １件 該当なし Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

永久選挙人名
簿への登載

定時登録また
は選挙時登録
の回数

４回 ５回
永久選挙人名
簿への登載

定時登録また
は選挙時登録
の回数

４回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

定時登録及び
選挙時登録の
新規登録者の
縦覧

縦覧申請件数 ０件 ０件

定時登録及び
選挙時登録の
新規登録者の
縦覧

縦覧申請件数 ０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

閲覧申請に基
づく選挙人名
簿の閲覧

閲覧申請件数 ５件 ８件
閲覧申請に基
づく選挙人名
簿の閲覧

閲覧申請件数 ５件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

本市関係政治
団体の登録・
異動・廃止状
況の把握

登録・異動・
廃止の件数

５件 １５件

本市関係政治
団体の登録・
異動・廃止状
況の把握

登録・異動・
廃止の件数

５件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 104,549 104,549 3,685 3,685

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 住民の意思を行政に反映させる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

選挙管理委員会事務局

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

選挙管理委員会事務局

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

看板に貼付す
る証票の交
付、再交付及
び枚数管理

交付及び再交
付件数

５件 ９件

看板に貼付す
る証票の交
付、再交付及
び枚数管理

交付及び再交
付件数

５件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

失権者・復権
者の異動の整
理に伴う選挙
人名簿の登録
又は抹消

登録または抹
消件数

７０件 ７４件

失権者・復権
者の異動の整
理に伴う選挙
人名簿の登録
又は抹消

登録または抹
消件数

７０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

検察審査員候
補者の選定及
び報告

候補者数 ３９人 ３９人
検察審査員候
補者の選定及
び報告

候補者数 ３９人
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

検察審査員制
度の周知

周知回数 １回 １回
検察審査員制
度の周知

周知回数 １回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

裁判員候補者
の選定及び報
告

候補者数
地裁より
通知され
る人数

３９５人
裁判員候補者
の選定及び報
告

候補者数
地裁より
通知され
る人数

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

本市以外の各
選挙の滞在地
の不在者投票
に係る投票及
び送付

送付件数
必要に応
じた件数

２１件

本市以外の各
選挙の滞在地
の不在者投票
に係る投票及
び送付

送付件数
必要に応
じた件数

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙訴訟に係
る進達書類の
作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件 ０件
選挙訴訟に係
る進達書類の
作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

当選訴訟に係
る進達書類の
作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件 ０件
当選訴訟に係
る進達書類の
作成

適正に作成で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

永久、在外、
船員、農業委
員会委員及び
郵便投票の各
証明書の発行

証明書の発行
件数

１００件 １４件

永久、在外、
船員、農業委
員会委員及び
郵便投票の各
証明書の発行

証明書の発行
件数

５件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

各種選挙結果
調の作成及び
関係各自治体
への送付

選挙結果調の
作成件数

１件 １件

各種選挙結果
調の作成及び
関係各自治体
への送付

選挙結果調の
作成件数

１件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙関係功労
者の推薦

推薦件数 １件 １件
選挙関係功労
者の推薦

推薦件数 １件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙管理委員
長名での告示

告示件数 ７０件 ９７件
選挙管理委員
長名での告示

告示件数 ４０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙長名での
告示

告示件数 ４件 ６件
選挙長名での
告示

告示件数 １件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

公職選挙法等
の改正に伴う
選挙管理委員
会条例又は規
程の改正

条例又は規程
の制定、改廃
の件数

１件 ０件

公職選挙法等
の改正に伴う
選挙管理委員
会条例又は規
程の改正

条例又は規程
の制定、改廃
の件数

１件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙管理委員
会保有の各公
印の適切な管
理

不適切な使用
回数

０回 ０回

選挙管理委員
会保有の各公
印の適切な管
理

不適切な使用
回数

０回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

選挙管理委員
会保有の各印
影の適切な管
理

不適切な使用
回数

０回 ０回

選挙管理委員
会保有の各印
影の適切な管
理

不適切な使用
回数

０回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

予算の執行管
理

適正な執行管
理を行った割
合

１００％ １００％
予算の執行管
理

適正な執行管
理を行った割
合

１００％
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

物品、備品の
管理

適正な物品、
備品の管理を
行った割合

１００％ １００％
物品、備品の
管理

適正な物品、
備品の管理を
行った割合

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 104,549 104,549 3,685 3,685

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 住民の意思を行政に反映させる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

選挙管理委員会事務局

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

選挙管理委員会事務局

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

各選挙費の執
行

適正に選挙費
を執行した割
合

１００％ １００％
各選挙費の執
行

適正に選挙費
を執行した割
合

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13

選挙人名簿及び
政治活動に関す
る事務

情報システム
最適化

情報システム
最適化会議参
加回数

３０回 ２８回
情報システム
最適化

情報システム
最適化会議参
加回数

３０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
国民投票に関す
る事務

「日本国憲法の改正に関
する法律」が平成22年5
月18日から施行されるこ
とに伴い、投票人名簿調
製ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発する。

投票人

定
例
定
型

国民投票の
投票率（実
施された場
合）

50.0% 50.0% 50.0% ￣
システム最適化の中
で検討しました。 Ｚ 未 中 中 中

現状維
持

なし

予
算
な
し

14
国民投票に関す
る事務

国民投票事務
処理要領の検
討

検討の回数 年１回 年１回
国民投票事務
処理要領の検
討

検討の回数 年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等
（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害応急対策
の特命に関す
ること。
（災害等発生
時）

災害応急対策の
特命に必要な職
員を配備。
（選挙管理委員
会事務局職員）

３名
（他２名
は拠点配
備）

３名
（他２名
は拠点配
備）

安否情報の収集そ
の他対策本部長よ
り命じられた事項
等
（災害等発生時）

必要な職員を
配備。
（選挙管理委
員会事務局職
員）

４名
（他１名
は拠点配
備）

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

159 161 未 中 中 中
現状維

持
なし

維
持

888 庁内共通事務
課内消耗品購
入等

159
課内消耗品購
入等

161
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持


